
１ 計画の位置付け

２ 県計画の期間

再犯の防止等の推進に関する法律（平成28年法
律第104号）第8条に基づく、「地方再犯防止推進
計画」としての位置づけ

2026（令和８）年度～2030（令和12）年度

３ 国の動向
平成28年12月 再犯の防止等の推進に関する法律制定

平成29年12月 第一次再犯防止推進計画（H30～R４）

令和 ４年 ６月 刑法の一部改正

令和 5年 3月 第二次再犯防止推進計画（R5～9）

令和 ５年12月 刑事収容施設及び被収容者等の処遇に

関する法律の一部改正

令和 ７年 6月 刑法の一部改正法（拘禁刑関係）の施行

【これまでの策定状況】

2021（令和3）年度～2025（令和７）年度

第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要

刑事施設の長の責務として、社会復帰支援（帰住、
医療、就業、修学等の支援）を規定

懲役・禁錮を廃止し、拘禁刑を創設。作業の実施が
前提ではなくなり、作業と指導の組合せにより、
個々の受刑者の特性に応じた柔軟な処遇を推進
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資料６



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ②

（1）刑法犯検挙者中の再犯者数及び再犯者率

2

刑法犯検挙者中の刑法犯再犯者数は、2007年（平成19年）以降、毎年減少しており、2022年（令和４年）は８万1,183人
であったが、2023年（令和５年）は17年ぶりに増加し、８万6,099人であった。

刑法犯再犯者率は、初犯者数が大幅に減少していることもあり、1997年（平成９年）以降上昇傾向にあったが、2021年（令
和３年）からは減少に転じ、2023年は、47.0％と前年（47.9％）よりも0.9ポイント減少した。

出典：法務省

2人に1人が再び罪を犯している。

３ 国の動向

凶悪犯 4,860人 （ 2.6％）
粗暴犯 49,846人 （27.2％）
窃盗犯 85,535人 （46.7％）
知能犯 11,967人 （ 6.5％）
風俗班 6,840人 （ 3.7％）
その他 24,221人 （13.2％）

（出典：警察庁）



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ③

（2）再犯の防止等の推進に関する法律（平成28年法律第104号） 概要

国民の理解と協力を得つつ、犯罪をした者等の円滑な社会復帰を促進すること等による再犯の防止等が犯罪対策において
重要であることに鑑み、再犯の防止等に関する施策に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体の責務を明らかにするとと
もに、再犯の防止等に関する施策の基本となる事項を定めることにより、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推
進し、もって国民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現に寄与することを目的とする
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１.目的（第１条）

１ 犯罪をした者等 犯罪をした者又は非行少年（非行のある少年をいう。）若しくは非行少年であった者
２ 再犯の防止等 犯罪をした者等が犯罪をすることを防ぐこと（非行少年の非行をなくすこと及び非行少年であった

者が再び非行少年となることを防ぐことを含む。）

2.定義（第２条）

1 犯罪をした者等の多くが、定職・住居を確保できないこと等のため、円滑な社会復帰が困難なことを踏まえ、犯罪をした者
等が、社会において孤立することなく、国民の理解と協力を得て再び社会を構成する一員となることを支援する

２ 犯罪をした者等が、その特性に応じ、矯正施設に収容されている間のみならず、社会復帰後も途切れることなく、必要な指
導及び支援を受けられるようにする

３ 犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚すること及び被害者等の心情を理解すること並びに自ら社会復帰のために努力
することが、再犯の防止等に重要である

４ 調査研究の成果等を踏まえ、効果的に施策を講ずる

3.基本理念（第３条）

３ 国の動向



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ④

ア 刑罰の目的

① 犯罪への非難

② 犯罪の抑止

③ 犯罪者の改善更生

④ 犯罪の危険からの公衆保護

ⅰ 行動の規範や制限、犯罪に繋がる歪んだ認知や行動の変容のための指導

ⅱ 犯罪者の生活再建や社会復帰を助けるための支援
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出典：更生保護学辞典

イ 刑法等の一部を改正する法律（令和4年6月13日成立）

【背景・経緯】 再犯防止施策が着実な成果を上げる中、安全・安心な社会の実現のためには、より一層の対策が必要

【再犯防止推進法】 ・ 犯罪をした者等に対する指導及び支援については、その者の特性を踏まえて行う（11条1項）

・ 指導につき、被害者等の心情の理解を促すとともに、円滑な社会復帰に資するよう留意（11条2項）

・ 再犯の防止に有効な者につき、社会内で指導を受けられるよう、必要な施策を講ずる（21条）

【（国）再犯防止推進計画】 犯罪者処遇の充実のための法整備についての法制審議会の答申を踏まえ、所要の措置

平成29年2月 法制審議会に諮問 → 令和2年10月答申

大方の先進国において、犯罪者の
社会内処遇はこの二類型の要素
から成るものへと収れんしてきた。

責任主義に基づき罪に対する罰として個々の量刑が決められるが、犯罪
者を応報的に罰するだけでは、その者の犯罪を抑止することは難しい。

出典：法務省

（3）再犯防止推進の動向３ 国の動向



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑤
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○ 懲役・禁錮を廃止し、拘禁刑を創設
現行法上、懲役は一律に作業を行わせることとしているが、拘禁刑を創設し、作業と指導の組合せにより、個々の受刑者の

特性に応じた柔軟な処遇を推進

拘禁刑の創設
明治40年の刑法制定以来、初めて刑罰の種類を変更

出典：法務省（3）再犯防止推進の動向３ 国の動向



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑥

6

① 受刑者に対する社会復帰支援
・ 刑事施設の長による社会復帰支援（帰住、医療、就業、修学等の支援）を規定

➣ 刑事施設の長の責務として、より一層の取組を推進
② 受刑者の資質・環境の調査（処遇調査）における鑑別の活用

・ 刑事施設の長等の依頼による鑑別の対象者を20歳以上の受刑者等にも拡大
➣ 若年の受刑者を始めとする個々の受刑者の特性に応じた処遇を推進

③ 被害者等の心情等を踏まえた処遇
・ 刑の執行段階等における被害者等の心情等の聴取・伝達制度の整備
・ 被害者等の心情等を考慮した矯正処遇・矯正教育を行うことを明確化
・ 被害の回復・軽減に努めるよう指示することを保護観察の指導監督の方法に追加

➣ 罪を犯した者等に、被害の実情等を直視させ、反省・悔悟の情を深めさせる
④ 刑執行終了者等に対する援助 など

・ 更生緊急保護の充実化（対象拡大、期間延長等）
・ 拘留中の被疑者に対する生活環境の調整に関する規定の新設
・ 地域住民等からの相談に応じ助言等の援助を実施 等

➣ 釈放後の安定した生活のための地域における切れ目ない援助等を実施

施設内・社会内処遇の一層の充実化等

出典：法務省（3）再犯防止推進の動向３ 国の動向



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑦

４ 本県における再犯防止を取り巻く状況
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① 第１期計画の数値目標
令和7年における県内の刑法犯検挙者中の再犯者数を456人と目標設定していたところ、基準としていた平成29年の同

645人と比べて、直近の令和5年は479人と166人減少しました。また、再犯者率の推移を見ると平成29年は50.7％で
あったところ、令和5年は46.1％であり、全国の集計における割合47.0％より下回りました。

② 県事業の取組状況
平成21年度から、地域生活定着支援センターを設置（全国で7番目、北海道・東北では初）し、社会福祉士等の有資格

者を３人配置しています。相談件数は、平成22年度から平成30年度までは年平均37.1件でしたが、令和元年から令和6年
度までは、年平均77.0件と増加傾向にあります。

令和6年には、法務省の地域再犯防止推進交付金を活用し、いわて再犯防止推進事業を実施（北海道・東北で2番目）
しており、国の専門機関から講師招へいし、県内市町村の再犯防止推進担当職員に対する施策の企画立案支援と理解促
進・人材育成に取り組みました。 また、令和7年度には、更生保護法人岩手保護院の改築事業に補助することとしています。

一方で、県の再犯防止推進計画の認知度は、22.4％にとどまっています。
③ 市町村の状況

地方再犯防止推進計画の策定について、令和2年度1件、令和3年度1件、令和4年度8件、令和5年度7件、令和6年度
3件、令和7年度2件と策定済み市町村が徐々に増加し、令和7年4月現在、３３市町村のうち22市町村が策定しています。

④ 民間協力者の状況
令和７年1月現在、県内の保護司数は624人で、充足率は93.6％であり、平均年齢は65.8歳となっています。
そのような中、協力雇用主は年々増加傾向にあり、平成30年は497人でしたが、令和6年は578人となりました。



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑧

・刑法犯検挙者中の再犯者数 H29） 645人 ⇒ R5） 479人
再犯者率 H29） 50.7％ ⇒ R5） 46.1％

（全国） 48.7％ ⇒          47.0%
・新規受刑者中の再入者率 H29） 56.1％ ⇒ R5） 47.6％

（全国） 59.4％ ⇒          55.0%

岩手県第一期計画では、数値目標として、令和7年の
再犯者数を456人とした。
再犯者率は、全国集計より低い値となっている。

新受刑者の2人に1人が再入者。
再入者率は、全国集計より低い値となっている。
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（1）罪を犯した人の状況

ア 罪を犯した人の状況

イ 岩手県地域生活定着支援センターによる支援件数

4 本県における再犯防止を取り巻く状況

支援内容 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

出口支援
（満期釈放予定者社会復帰支援）

21 34 34 29 46 44 38 41 47 65 75 94 83 53 54

入口支援
（被疑者・被告人等支援）

― ― ― ― ― ― ― ― ― 22 6 4 5 1 0

合計 21 34 34 29 46 44 38 41 47 87 81 98 88 54 54

平均支援件数 37.1件 77.0件

支援対象に被疑者・被告人等が追加



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑨

希望郷いわてモニターアンケート「再犯防止に関する意識調査」

○実施時期 令和6年10月

○調査対象 200名 ○有効回答数 161名（回答率80.5％）

➣ 「岩手県再犯防止推進計画」の認知度について

①岩手県再犯防止推進計画 22.4％

②社会を明るくする運動による広報、啓発 46.0％

③更生保護団体への支援を通じた民間協力者の活動の促進 21.7％

④一般就労への移行が困難な生活困窮者に対する生活訓練や社会訓練 28.0％

⑤居住支援協議会を通じた住宅確保要配慮者への円滑な入居促進 6.2％

⑥依存症について正しい知識と対処法を習得するための家族教室の開催 22.4％

⑦罪を犯した高齢者や障がいのある人に対する地域生活定着支援センターによる援助 12.4％

⑧この中に知っているものはない 33.5％

再犯防止に関する県の取組について、知っているものはありますか。（複数回答可）

9

（2）再犯防止に関する意識

4 本県における再犯防止を取り巻く状況



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑩

ア 令和7年4月1日時点の策定件数

策定済み 22
単独（12）

盛岡市、久慈市、一関市、釜石市、八幡平市、奥州市、葛巻町、紫波町、平泉町、
普代村、野田村、九戸村

包含（10）
宮古市、大船渡市、花巻市、北上市、二戸市、滝沢市、雫石町、岩手町、
山田町、洋野町

未策定 11 遠野市、矢巾町、西和賀町、金ケ崎町、住田町、大槌町、岩泉町、田野畑村、軽米町、一戸町
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イ 策定件数の年度推移

R２ R3 R4 R5 R6 R7 計

策定件数 1 1 8 7 3 2 22

策定市町村

盛岡市 久慈市 大船渡市、花
巻市、北上市、
滝沢市、岩手
町、普代村、
九戸村、洋野
町

一関市、釜石
市、奥州市、
雫石町、葛巻
町、平泉町、
野田村

二戸市、
八幡平市、山
田町

宮古市、
紫波町

県第1期計画
施行

（3）市町村計画の策定状況

4 本県における再犯防止を取り巻く状況
地方再犯防止推進計画の策定は、令和６年４月１日時点で、都道府県は４７団体全て、
指定都市が２０団体全て、市区町村は１，７２７団体中４３％となる７４８団体が策定済
み。（法務省） 岩手県では、６６％の２２市町村が策定済み。



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑪
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イ 保護司充足率の推移・他県比較（～令和6年1月）

（4）民間協力者の状況

4 本県における再犯防止を取り巻く状況

ア 岩手県の保護司の状況（各年１月1日現在）

令和７年1月現在、県内の保護司数は624人で、
充足率は93.6％であり、平均年齢は65.8歳
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第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑫

ウ 岩手県の協力雇用主の推移（各年4月1日現在）
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エ 協力雇用主の推移・他県比較（～令和5年4月）

（4）民間協力者の状況

4 本県における再犯防止を取り巻く状況
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第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑬

（5）次期計画策定に向けた主な観点

【これまでの取組にかかる評価】

○ 再犯の防止に関する普及啓発や、関係団体の認知度のさらなる向上を図る取組が必要である。

○ 普及啓発にあたっては、再犯防止の取組が、社会を保護し、個人及び公共の福祉を増進することを目的

とする点を強調するべきである。

〔出典：令和７年度第１回岩手県再犯防止推進連絡協議会〕

【本県の施策の方向性】

○ 「いわて県民計画（2019～2028）」第２期アクションプラン 政策推進プランに位置付け（R5.３月策定）

政策分野Ⅰ 健康・余暇

政策項目３ 介護や支援が必要になっても、住み慣れた地域で安心して生活できる環境をつくります

具体的な推進方策① 互いに認め合い、共に支え合う福祉コミュニティづくりの推進
13



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑭

（5）次期計画策定に向けた主な観点

【ＳＤＧｓの推進】

2015（平成27）年9月に国連で採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」には、「持続可能
な開発目標」（Sustainable Development Goals＝略称 SDGｓ）が記載され、17のゴールが掲げられていま
す。本計画の推進に当たっては、 SDGｓの趣旨を踏まえて取り組みます。

○ 本計画と関連の強いゴール

14



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑮

５ 計画の基本的考え方

（1）目指す姿

国、市町村、民間団体その他関係者と連携し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の状況に応じた施策を策
定、実施することにより、罪を犯した人が、地域社会の中で孤立することなく、必要な支援を受けながら、再び社会を構成
する一員として受け入れられる地域社会づくりを推進します。

もって、県民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現を目指します。

（2）基本視点

① 国との適切な役割分担を踏まえた県事業の推進

刑事上の手続又は保護処分による身体の拘束が解かれた後、自立した生活を営むことが困難と認められる者等に対
して、福祉関係機関、地方公共団体その他の関係機関と連携・協働し、これらの者の福祉の増進を図ります。

② 市町村への支援

市町村における地方再犯防止推進計画の策定、充実等に向けた支援や、市町村が主体となって実施する公的サービ
スの質や機能の充実に向けた支援に取り組みます。

③ 民間協力者等との連携及び支援

罪を犯した人の社会復帰のため、地域生活を支援し見守る民間協力者等との連携と支援を行うことにより、その活動
の充実が図られるよう取り組みます。 15



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑯

６ 施策の具体的な推進方向

推進方向 6つの柱 施策の具体的な推進方向（項目）

１ 生活基盤の確保 （1）住まいの確保
（2）就労・生計の確保

２ 保健医療・福祉サービスの利用
の促進

（1）高齢者又は障がいのある者等への支援
（2）薬物依存の問題を抱える者への支援

3 非行の防止等 （1）非行の防止等

4 犯罪をした者等の特性及び
個々の課題に応じた効果的な支援

（1）一人ひとりの犯罪の内容や特性に応じた
支援

5 民間協力者の活動の促進等 （1）民間協力者の活動の促進及び連携
（2）広報・啓発活動の推進

6 市町村への支援とネットワーク
の構築（New）

（1）市町村への支援とネットワークの構築
（New）

【国計画の7つの重点課題】

1 就労・住居の確保

2 保健医療・福祉サービスの利用の
促進

3 学校等と連携した修学支援

４ 犯罪をした者等の特性に応じた効
果的な指導

５ 民間協力者の活動の促進

６ 地域による包摂の推進

7 再犯防止に向けた基盤の整備

16

※ 国第2期計画との比較

「6 地域による包摂の推進」で都道府県
の役割が明⽰されたことを勘案し追加。



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑰

６ 施策の具体的な推進方向

推進方向 6つの柱 施策の具体的な推進方向（項目）

１ 生活基盤の確保 （1）住まいの確保
（2）就労・生計の確保

２ 保健医療・福祉サービスの利用
の促進

（1）高齢者又は障がいのある者等への支援
（2）薬物依存の問題を抱える者への支援

3 非行の防止等 （1）非行の防止等

4 犯罪をした者等の特性及び
個々の課題に応じた効果的な支援

（1）一人ひとりの犯罪の内容や特性に応じた
支援

5 民間協力者の活動の促進等 （1）民間協力者の活動の促進及び連携
（2）広報・啓発活動の推進

6 市町村への支援とネットワーク
の構築（New）

（1）市町村への支援とネットワークの構築
（New）

【第一期県計画の重点課題】

1 就労・住居の確保

2 保健医療・福祉サービスの利用の
促進

3 学校等と連携した修学支援と非行
防止の促進

４ 犯罪をした者等の特性に応じた取
組

５ 国及び市町村、民間団体等との連
携による支援

6 市町村計画や施策の策定、実施を⽀
援するため追加。 17

※ 県第1期計画との比較



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑱

推進方向１ 生活基盤の確保
6 施策の具体的な推進方向

（1）住まいの確保

ア 県地域生活定着支援センターによる支援 〔地〕

イ 住宅確保給付金の活用に向けた取組〔地〕

ウ 住宅確保要配慮者への円滑な入居支援〔建住〕

エ 住宅セーフティネット制度の活用に向けた取組〔建住〕

オ R7更生保護施設改築への補助〔地〕 （New） など

【現状】
刑務所出所時に帰住先がない者の割合は、毎年度、全国的に約16％前後で推移しています。また、犯罪時、岩手県に居住していた新受刑者のうち、

犯罪時に無職であった者の割合は約77％であり、全国の集計における割合（67.8％）と比べると高い値です。
【課題】

生活に困窮している人や社会に十分に参入できない人は、“生きるために”罪を犯すことがあり、刑務所出所後において、立ち直りを決意していても、住
まいや生計の基盤が確保されていなければ、社会生活を立て直すことができずに再犯に至る傾向にあります。また、住まいがない人ほど刑務所への入所
を繰り返し、再犯期間が短い傾向にあります。

【国の取組】
住まいの確保については、更生保護施設の受入機能の強化や自立準備ホームの確保等を行い、また、生計の確保については、法務省と厚生労働省の

協働による刑務所出所者等総合就労支援対策の実施、矯正就労支援情報センター室の設置、刑務所出所者等就労奨励金制度の導入、刑務所出所者
等を雇用する民間の協力雇用主の確保等の取組を行っています。さらに、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律の一部改正により、刑事施
設の長の責務として居住支援、就労支援を始めとした円滑な社会復帰のための各種支援の充実が図られることとなりました。

（2）就労・生計の確保

ア 就労準備支援事業費を活用した支援〔地〕

イ 障害者就業・生活支援センターによる支援 〔障〕

ウ 県立職業能力開発施設における職業訓練〔定雇〕

エ 生活保護制度を活用した最低生活の保障〔地〕

オ 協力雇用主に対する入札優遇措置 〔建振〕 など

下線部の事業は、再犯防止推進を目的とする事業。その他は、再犯防止が主たる目
的ではないものの、推進することによって再犯防止の効果が期待される事業。
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第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑲

推進方向２ 保健医療・福祉サービスの利用の促進
6 施策の具体的な推進方向

（1）高齢者又は障がいのある者等への支援

ア 県地域生活定着支援センターによる支援〔地〕

イ 生活保護制度、生活困窮者自立相談支援の推進〔地〕

ウ 地域包括ケアシステムの深化・推進〔長〕 （New）

エ 介護サービス基盤の整備、人材育成〔長〕 （New）

オ 障害福祉サービスの充実、人材育成〔障〕 （New）など

（2）薬物依存の問題を抱える者への支援

ア 精神保健福祉センターによる依存症回復支援〔障〕

イ 県薬物乱用対策推進本部の設置による取組〔健〕

ウ 薬物に関する相談窓口の設置〔健〕

エ 乱用者の検挙等取締りの推進〔警〕

オ 学校や地域等での薬物乱用防止広報〔警〕 など

【現状】
犯罪時に岩手県に居住していた新受刑者のうち、65歳以上の者の割合は22％であり、全国の集計における割合（14.3％）と比べると、高い値です。

また、犯罪時に岩手県に居住していた新受刑者のうち、何らかの精神障害を持つ者の割合は約9％であり、全国の集計における割合（20.4％）と比べる
と、低い値です。さらに、岩手県内の薬物事犯者のうち再犯者は54％であり、刑法犯総数の再犯者の割合（48％）と比べると、高い値です。

【課題】
高齢又は障がいにより福祉的支援が必要であるにも関わらず、制度の狭間にあったり、保健医療・福祉サービスにつながらない場合があることや、社会

福祉施設等が罪を犯した人を受け入れるためには相応の負担がかかる傾向にあります。また、薬物事犯者は、罪を犯した人であると同時に、薬物依存症
の患者である場合があることから、依存症からの回復に向けて、国、 地方公共団体、民間団体等の関係機関が連携し、地域の保健医療機関等につない
でいくことが必要です。

【国の取組】
更生保護施設や自立準備ホームにおいて、高齢又は障がいにより福祉的支援が必要な者を一時的に受け入れ、関係機関と連携を図りながら福祉

サービスの調整等を実施しています。また、保護観察所等において、薬物依存離脱指導プログラムの実施を実施しています。

下線部の事業は、再犯防止推進を目的とする事業。その他は、再犯防止が主たる目
的ではないものの、推進することによって再犯防止の効果が期待される事業。

19



第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ⑳

推進方向３ 非行の防止等
6 施策の具体的な推進方向

（1）非行の防止等

ア 市町村への児童相談体制整備等の支援〔子〕 （New）

イ 児童相談所における児童相談の取組推進〔子〕

ウ 生活困窮者自立相談支援の推進〔地〕 （New）

エ 修学支援の充実強化〔教企〕 〔ふる〕 など

オ 非行を生まない社会づくり事業の推進〔警〕

カ 防犯、少年非行防止事業の推進〔警〕

キ 青少年を被害・非行から守る県民大会の開催〔若女〕

ク 子ども・若者総合相談の取組推進〔若女〕 （New） など

【現状】
少年院在院者及び保護観察対象者について、世帯状況別では約2割の少年は父母のいずれとも同居していないこと、生活困窮層とされる少年が約2

割を占めていること、小児期逆境体験（ACE）の経験は、12項目のうち1項目以上該当した者は、少年院在院者で約9割、保護観察処分少年で約６割と
なっています。ACEの調査項目ごとでは、親との離別や死別（54.8％）が最多で、次いで、家族から身体への暴力（47.4％）の順に多くなっています（令和
5年犯罪白書）。また、犯罪時、岩手県に居住していた成人の新受刑者の学歴について、中卒及び高校中退であった者の割合は約52％です。

【課題】
非行少年には、小児期逆境体験を有する者や経済的な困難を抱える者が多く、これらの者は、成育の様々な面で長期的にマイナスの影響を受けている

傾向にあります。そうした環境にあれば、早期にこれを把握し、少年や保護者に対して必要な支援を行うことが必要です。非行のリスクを抱えている子ども
が非行に至ることを未然に防ぐ観点から、地域の子どもや保護者が有する困難・課題に地域社会・コミュニティが気付き、これを地域の課題として、より多
くの関係機関等が連携しながら支援を行っていく必要があります。また、修学状況が不良の少年は、成人になってから罪を犯す人が多い傾向にあります。

【国の取組】
少年鑑別所において、本人や保護者等を支援する関係機関等からの依頼を受けて、対象者の特性等を把握するためのアセスメントを行い、事例検討

会等の場において、再発防止に向けた相談・助言、問題行動の分析や指導方法の提案等を行っています。

下線部の事業は、再犯防止推進を目的とする事業。その他は、再犯防止が主たる目
的ではないものの、推進することによって再犯防止の効果が期待される事業。
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第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ㉑

推進方向４ 犯罪をした者等の特性及び個々の課題に応じた効果的な支援
6 施策の具体的な推進方向

（1）一人ひとりの犯罪の内容や特性に応じた支援

ア ストーカー加害者に対する禁止命令や精神科医療との連携〔警〕

イ DV加害者に対する指導、検挙等取締りの推進〔警〕 （New）

ウ 性犯罪の再犯防止措置対象者の所在確認〔警〕

エ 暴力団組織から離脱を希望する者への相談対応〔警〕 など

【現状】
ストーカー事案の相談等件数（19,567件）は高止まりとなっており、配偶者からの暴力事案の相談等件数（94,937件）は統計上過去最多となってい

ます。また、不同意わいせつ、不同意性交等及び性的姿態撮影等処罰法違反の認知件数も統計上最多です（R6警察庁）。さらに、出所受刑者が、2年以
内に再び矯正施設に入所した者（再入者）の割合は、令和4年度は13.0％ですが、犯罪をした者の特性や、被害者との関係性によって発生することが多
いストーカー、DV、性犯罪を含む傷害・暴行と性犯罪の割合は、その中でもあわせて17.7％に及んでいます。

【課題】
ストーカー、DV、性犯罪等は、犯罪をした者の特性や、被害者との関係性によって発生することが多い傾向にあり、専門的な支援がなければ、その状況

から脱却することが難しい問題です。犯罪をした者の特性や、被害者の心情や置かれている状況に応じた再犯防止の支援が必要です。
【国の取組】

保護観察所、少年院及び少年刑務所において、性犯罪、暴力事犯、薬物事犯等の犯罪類型ごとに専門的処遇プログラムを実施しています。また、少年
鑑別所では、本人や保護者等を支援する関係機関からの依頼を受けて、対象者の特性やニーズを把握するためのアセスメントを行い、再発防止に向けて
相談・助言、問題行動の分析や指導方法の提案、事例検討会（ケース会議）への参加等を行います。犯罪被害者等の申出に応じ、被害に関する心情等を
受刑・在院中の加害者に伝達し（心情等伝達制度）、加害者に対して被害の実情等を直視させ、反省や悔悟の情を深めさせるよう指導を行っています。

下線部の事業は、再犯防止推進を目的とする事業。その他は、再犯防止が主たる目
的ではないものの、推進することによって再犯防止の効果が期待される事業。
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第２期岩手県再犯防止推進計画（2026年度～2030年度）の概要 ㉒

推進方向5 民間協力者の活動の促進等
6 施策の具体的な推進方向

（1）民間協力者の活動の促進及び連携

ア 更生保護関係団体の事業費補助〔地〕

イ 少年警察ボランティアとの情報交換〔警〕

ウ 居住支援協議会の活動による住まいの支援〔建住〕

エ R7更生保護施設改築への補助〔地〕 （New） など

【現状】
令和７年1月現在、県内の保護司数は624人で、充足率は93.6％となっています。また、年代別構成では、60歳代が43.3％、70歳代が37.8％となっ

ており、平均年齢は65.8歳となっています。更生保護女性会員数は、年々減少傾向にあり、平成30年には2,442人でしたが、令和6年は1,935人となっ
ています。そのような中、協力雇用主は年々増加傾向にあり、平成30年は497人でしたが、令和6年は578人となりました。

【課題】
保護司を始めとする民間協力者が高齢化し、減少傾向となっているため、活動に必要な体制の確保に支障が生じつつあります。また、協力雇用主につ

いても、介護福祉等多様な就労ニーズに対応するためには、多様な主体の参画が必要です。
【国の取組】

(保護観察所)更生保護サポートセンターの設置等により、保護司の保護観察対象者との面接場所や保護司組織等の活動拠点を確保するとともに、
更生保護ボランティアとの地域の関係機関等との連携の促進等を実施する他、“社会を明るくする運動”の実施や保護観察官等による出張講座等を通じ
て、犯罪予防や更生保護に関する理解の促進を図っています。(少年刑務所)更生保護団体と連携した地域貢献活動や市町村、企業等と連携した刑務作
業製品即売会等を実施することにより、更生保護ボランティアに関する理解の促進や更生支援・再犯防止に対する理解の促進を実施しています。(少年
鑑別所)非行・犯罪の防止に関心のある方々を支援する関係機関からの依頼を受けて、非行・犯罪歴のある者等の特性や行動傾向についての理解や非
行・犯罪の防止に向けた対応等に関する研修や講義を行います。また、児童や生徒に向けた、非行防止講座（出前授業）なども行っています。

（2）広報・啓発活動の推進

ア “社会を明るくする運動”への参画 〔地〕

イ 保護司の活動に対する理解の増進・表敬〔地〕

ウ 協力雇用主の取組に対する理解の増進・表敬〔地〕

エ 岩手県再犯防止推進計画の広報・啓発〔地〕 （New）

下線部の事業は、再犯防止推進を目的とする事業。その他は、再犯防止が主たる目
的ではないものの、推進することによって再犯防止の効果が期待される事業。
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推進方向6 市町村への支援とネットワークの構築（New）
6 施策の具体的な推進方向

【現状】
国の第二次再犯防止推進計画において、国は、刑事司法手続の枠組みにおいて、犯罪をした者等への指導、支援を実施し、また、刑執行修了者等から

の相談に応じる他、地方公共団体等からの相談に応じ必要な情報の提供や助言等を行うこととされました。都道府県においては、域内の市町村等の実情
を踏まえ、各市町村で再犯の防止等に関する取組が行われるよう市町村に対する必要な支援の実施、域内のネットワークの構築に努めることとされました。

【課題】
県内において、地域再犯防止推進計画を策定しているのは、令和7年4月1日時点で、２２市町村です。令和6年度に新規実施したいわて再犯防止推進

事業による市町村職員を対象とした会議及び研修は、42％の参加にとどまり、うち地域再犯防止推進計画策定済が85％、未策定が15％でした。保健医
療・福祉サービスを必要とする罪を犯した人が、地域住民に最も身近な基礎自治体である市町村において、地域住民の一員として地域で安定して生活で
きるよう、県は、市町村への支援やネットワーク構築を促進する必要があります。

【国の取組】
市町村が、犯罪をした者等の個々のニーズに応じた伴走型支援を実施する等し、国の役割を十全に果たすことができるよう、都道府県とも連携しつつ、

市町村と刑事司法関係機関との連携体制を構築し、犯罪をした者等が必要な行政サービスをうけられるための市町村に対するつなぎや情報の提供、行政
サービスにつながった後の助言等の必要な支援を行うこととしています。

ウ 生活困窮者自立支援制度の市町村支援事業の実施や

ブロック会議等の取組〔地〕

エ 生活保護の適正実施に向けた施行事務監査やブロック

会議等の取組〔地〕

（１） 市町村への支援とネットワークの構築（New）

ア いわて再犯防止推進事業による市町村職員への施策

の企画立案支援、理解促進、人材育成等の取組〔地〕

イ 県地域生活定着支援センターによる刑事司法関係機関

と市町村等との会議開催等によるネットワーク構築〔地〕

下線部の事業は、再犯防止推進を目的とする事業。その他は、再犯防止が主たる目
的ではないものの、推進することによって再犯防止の効果が期待される事業。
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7 計画策定のスケジュール

R6.10

希望郷いわてモニ

ターアンケート

R7.7

再犯防止推進連絡
協議会（第1回）

R7.12

パブリックコメント

R8.1

再犯防止推進連絡
協議会（第2回）

R7.12

県議会報告

R7.3

県議会報告

計
画
策
定

課題整理

骨子案の検討

素案の検討

最終案の検討
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